
L 資料 3 I
平成 18年度税制改正に関連して産業界等から表明された

環境税に対する主な意見 ･ 要望について

環境省では、 平成 17 年 8月 に平成 18 年度税制改正と して環境税の創設を要望し、 10

月 に環境税の具体案を公表 した。 これに対し、 国民各界各層から、 環境税に対する賛否や

環境税の具体案に対する具体的な意見 ･ 要望を含め、多数の意見 ･ 要望が表明されている。
本資料は、 平成 18 年度税制改正に関連して環境税に対して産業界等から表明された意

見 ･ 要望で、 環境省において把握しているもののうち、 主なものを項目別に整理したもの

である。

1 . 地球温暖化対策への政策手法として環境税を用いる こ とについて

○ 京都議定書に先駆け、 日本経団連は 1996 年に環境自主行動計画を開始
した。 2010 年度の産業部門及びエネルギー転換部門からの C 0 2 排出量を

1990年度 レベル以下に抑制すべく、参加各業界 ･ 企業は懸命の努力を続け、
大きな成果をあげている。 政府が 4 月 に閣議決定した京都議定書目標達成

計画において自主行動計画は ｢産業 ･ エネルギー転換部門における対策の

中心的役割を果たすもの｣ と評価された。
産業部門での排出削減に加え、 産業界は、 優れた省エネ製品やサービス

の開発 ･ 普及を通じ、 民生 ･ 運輸部門も含めライフサイクルベースでの温

暖化防止に寄与している。 政府の進める地球温暖化防止国民運動に対して

も、 全面的な協力を行っ ている。 また、 わが国の優れた環境技術は、 地球

規模での温暖化防止にも貢献している。
こ のよう々 こ地球温暖化防止に向けた産業界の自主的な行動の輪は、 産業
･ エネルギー転換部門における C 0 2 排出削減から民生 ･ 運輸部門での取
り組みに拡大し、 国民運動にも発展しつつある。 政府は、 こうした自主的
な行動の輪がさらに広がるよう積極的に支援すべきであり、 税や規制的な

施策によ っ て水を差す こ とがあ っ てはならない。 (日本経済団体連合会)

○ ディ ーゼルトラ ックは燃費がよい こ とな どから、 ガソリン車と比べ二酸

化炭素排出量が少なく、 加えて トラ ック運送業界では、 環境負荷軽減に向
けた自主的な対応として ｢環境基本行動計画｣ を策定し取り組みを行い、
二酸化炭素対策として、 アイ ドリ ングス ト ッ プを含むエ コ ドライ ブの推進

実施、 ハイ ブリ ッ ド車等低公害車の導入等を自ら コス ト負担しながら環境
対策を推進している。 その結果、 営業用 トラ ックからは二酸化炭素排出量
は 1 9 9 0 年から 2 0 0 2 年までに 1 3 % 減とな っ ている。 環境税の導入
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は、 事業者に新たな追加コス ト負担のみを強いるものであり、 これら実効

性のある自主的取り組みを阻害する こ とになるため、 税を導入する必要は

ないと考える。 (全日本トラ ック協会)

○ 環境税は、 温室効果ガスの総排出量に応じて課税するまさに経済統制的

な手法であり、 ｢環境と経済の両立 ｣ を阻害するものであるため、 その導

入には断固反対である。 (日本商工会議所)

2 . 京都議定書目標達成計画との関係について

○ 京都議定書目標達成計画では、 環境税を具体的施策として位置づける こ

となく 6 % (1990 年比) の排出削減を行なうための道筋が描かれた。 (日
本経済団体連合会)

○ 森林の吸収量については、 3 . 9 % を目標としており、 これを実現する
こ とが強く求められています。 しかしながら、 今日、 我が国の森林を取り

巻く環境は容易ならざるものとな っ ています。 木材価格の低迷や山村の過

疎化により森林の整備が思うように進まず、 こ のままでは、 山紫水明を彩

る国の宝と して守り育てられてきた日本の森林は荒廃し、 ｢京都議定書｣
の温室効果ガス削減目標を達成する こ とは極めて困難とな っ て しまいま

す。 そ して、 こ の こ とにより、 我が国の国際的信頼を失うことにもなりか

ねません。 そのような事態に陥る前に、 各方面からのご支援、 ご協力を得

ながら国民の期待に応え、 国際的にも認められ得る健全な森林の整備を進

めるこ とが、 我が国にと っ て急務の政策であると考えています。 つきま し

ては、 地球温暖化防止対策を確実に推進するため環境税を早期に創設し、
緑豊かな森林を創造するための新たな財源を確保する こ とを強く要望しま

す。 (全国森林組合連合会等)

3 . 環境負荷に応じた負担という環境税の考え方について

○ 環境税については、 『環境負荷に対する応分の負担』 という観点からみ

ると、 環境負荷に比例した負担、 いわゆる炭素含有量課税の考え方に反対

するものではないが、 導入検討にあた っ ては、 以下の項目を前提に、 十分

な議論をお願いしたい。 (全日本自動車産業労働組合総連合会)



4 。 環境税の価格効果及びアナウンスメ ント効果について

(価格効果)
○ 消費者に対し価格効果が発揮されるためには、 消費抑制を引き起こすよ

うな大幅な価格引上げが必要である。 しかし、 激化するグロ ーバルな企業

間競争の中で、 価格の大幅な引上げや転嫁は、 実際上極めて困難である。
一方、 産業部門では、 現在の高エネルギー コス トのもとで主体的に生産の

効率化、 新技術の開発 ･ 導入に日々真剣に取り組んでおり、 環境税による

コ ス ト増大が追加的な技術革新を促すとい っ た効果は考えられない。 (日
本経済団体連合会)

○ トラ ック運送事業者は、 既に燃料消費について、 コス ト削減の必要性か

ら可能な限り削減しており、 課税による価格上昇があ っ ても自ら使用量を

減らす こ とのできない状況にあり、 事業者の負担を増加させるだけである

ため、 新税については反対である。 (全日本トラ ック協会)

○ 環境省の主張通りであれば、 最近の原油価格の高騰により、 すでに価格

イ ンセ ンテ ィ ブ効果が生じる条件は十分満たされているはずであり、 これ

以上の増税は必要ないこ とになる。 (日本商工会議所)

○ 炭素税の C 0 2 削減効果は原油高よりはるかに強力であり、 価格による

削減効果は確かにある。
｢2,400 円/炭素トン相当 ｣ という税率は低く、 価格効果で削減するには

不十分である。 課税による削減効果を発揮すべく より高い税率とすべきで

ある。 (炭素税研究会)

(アナウンスメ ント効果)
○ アナウンスメ ント効果を新税導入の目的とする こ とは論外と言わざるを

得ない。 政府は、 税や規制で国民のライ フスタイルを変えるのではなく、
初等中等段階での教育も含め、 効果的でより社会的コス トの小さい国民運

動を真剣かつ継続的に展開すべきである。
われわれに必要なのは、 効果が無いばかりか、 民間の活力を奪いかねな

い新税の導入ではない。 目標達成計画が確実に達成されるよう、 政府、 地

方自治俸女 -国民、 企業が一体とな っ て自主的な行動の輪を広げる こ とが何

より重要である。 (日本経済団体連合会)
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5。 環境税の税収と財源効果について

○ 財源効果と称して環境税を導入し、 安易に補助金をばらまく ことは、 効

果に疑問があると同時に行政の肥大化、 非効率を助長するものであり、 行

財政改革によりわが国が目指すべき小さくて効率的な政府の実現とは相容

れない。 温暖化対策については、 既存の 1 兆円を超える予算の効率的活用

を考えるべきである。 (日本経済団体連合会)

○ 平成 17 年度地球温暖化対策推進大綱関係予算は、 既に政府全体で 1。1

兆円に達しており、 さらなる追加税源が必要とい う点も明確にされていな

い。 本当に財源が必要であるならば、 安易に増税に走るのではなく、 既存

の予算の重点配分や効率的な執行により捻出していくべきである。 (日本
商工会議所)

○ 地球温暖化対策財源については、 既に平成 1 5 年度税制改正で導入され

た ｢石油石炭税｣ (資源エネルギー庁と環境省の共管) の三段階増税によ
っ て確保済みである。 (日本L P ガス協会)

○ 税収活用 による削減効果が確認できれば、 一部を温暖化対策に充当する

事も考えられるが、 炭素税/環境税は、 C 0 2 排出の少ない個人 ･ 企業は
得をする税収中立を基本とした制度設計にすべきである。 ｢全額を地球温
暖化対策｣ とする環境省案は基本的に増税案であるが、 税収中立を中心と

した制度設計も同時に検討すべきである。
万一、 税収を温暖化対策に充てられる場合は第三者機関にて精査し、 C

0 2 排出削減効果が認められたもののみ充当されるべきである。 温暖化対

策への税収の充当については、 使途精査の必要性とそのための仕組みが明

記されていない点が課題である。 (炭素税研究会)

(森林吸収源対策について)
○ 森林の有する多様な機能が十分に発揮されるよう、 適切な森林の管理シ

ステムを構築するとともに、 森林の整備 e 保全を一層推進するため、 新た

な税制の創設を含め必要な財源確保対策を図る こ と。 (全国都道府県議会
議長会)

○ 森林整備に係る財源の確保のため、 一部に ｢森林環境 ･ 水源税｣ 導入の

議論があるが、 そもそも、 森林や河川の保全による利益は広く国民一般に

及ぶものである ことから、引き続き一般財源で対応する こ とが適当である。
また、 森林や河川整備については、 税を創設せず、 基金を創設して対応す
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る ことですでに決着済みの問題である。 (日本商工会議所)

(参考) 温暖化対策への支援強化を求める要望 ･ 意見
○ 温暖化問題に関しては、 中小企業が環境に配慮した経営に自主的、 前向

きに取り組めるよう、 税制や金融、 技術開発面等における支援措置を講じ

ていくべきである。 (日本商工会議所)

○ 太陽光、 風力、 バイオマスなど新エネルギーに係る技術開発や利活用を

推進するとともに、 地域、 学校、 家庭等への普及啓発を促進する こと。 (全
国都道府県議会議長会)

6 . 経済への影響等について

(国民経済や国際競争力への影響)
○ 環境税は、 とりわけアジア諸国と熾烈な国際競争を展開するわが国の生

産拠点と しての魅力を減じ、 国際競争力を著しく低下させる。 その結果、
同様の税負担の無い近隣諸国への生産の移転など、 国内産業空洞化を引き

起こ し、 いわゆる炭素リーケージにより地球規模での温室効果ガスの排出

量を増大させる懸念がある。
環境税は、 自主行動計画の目標達成に向けて、 中長期的視野に立ち多額

の コス トを払いながら研究開発、 設備投資と続ける企業に対し、 追加的な

コス ト負担を強い、 将来の投資や研究開発の原資を奪う。 その結果、 自主

行動の基盤を損ねるなど、 温暖化問題の真の解決に逆行するものである。
¥ (日本経済団体連合会)

○ 環境税などの施策は、 わが国産業の国際競争力を喪失させ、 結果として

中国等での温室効果ガスの排出量を増加させる こ とから、 地球規模の温暖

化防止にと っ て全く逆効果となる。 (日本鉄鋼連盟)

(原油価格高騰との関係)
0 漸く踊り場を抜けた景気への目下の最大の懸念材料は原油価格の高騰で
ある。 すでに重畳的な課税が行なわれている化石燃料に、 環境税導入によ

り更なる コス ト増が加われば、 国民生活や企業活動に深刻なダメージを与

えかねない。 (日本経済団体連合会)

○ 最近の原油価格の高騰によるガソリン小売価格の上昇においても需要は

減少していないため ｢価格効果｣ は全く期待できず、 かつ、 単にエネルギ
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一 コス トが上昇するのみで国際競争力の低下、産業の空洞化が懸念される。

(石油連盟)

7 。 既存諸税との関係について

(既存諸税の見直し)
○ ｢環境税｣的な考え方の是非については、 抜本的税制改正議論を通

＼
じたて……{ ~ .

既存エネルギー税制を含めた税体系全体のあり方の中で議論されるべきで

ある。 (経済同友会)

○ 今後、 地球温暖化対策としての環境税 ･ 炭素税の導入や、 財政再建のた

めの消費税の増税が検討される場合にあ っ ては、 先ずは、 現行のエネルギ

ー関係諸税の抜本的見直しが行われるべきである。
石油石炭税を含む既存のエネルギー関係諸税の抜本的見直しを行わない

まま L P ガスに対して、 単純に これを上乗せするかたちで、 新たな課税 ･

増税を行うことには、 断固反対する。 (日本L P ガス協会)

0 化学産業は、 温暖化対策を目的の一つとして昨年導入された石油石炭税

と してすでにエネルギーに対する高額な税を負担している。 今回環境省の

提案の温暖化対策税は、 既存税の上に更に追加されるという重複感はぬぐ

えない。 税制改革全体の中で十分議論し、 温暖化対策諸施策の中にあ っ て

納得のできるものとすべきである。 (日本化学工業協会)
＼

○ いくつもの不合理性を内包する現行自動車関係諸税を放置したままで、
更に自動車ユーザーに課税する事は到底納得が得られない。 現行自動車関

係諸税の軽減 ･ 簡素化を前提と した議論が必須である。 (全日本自動車産
業労働組合総連合会)

(エネルギー課税全体としての負担水準)
○ 既に巨額な税が課税されている石油諸税に加えて更なる課税 ･ 増税に反

対。 (石油連盟)

○ C 0 2 排出抑制のため、 エネルギー課税を全体として大幅に強化しなけ

ればならない。 石油特別会計や道路特定財源の一部を一般財源へ組み替え

て温暖化対策に使用する こ とは、 炭素税/環境税の導入を意味しない。 環
境省案は、 現行エネルギー課税の強化の方向性を示した点については一定

の評価に値する。 (炭素税研究会)
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(参考) 既存諸税に対する意見 ･ 要望
○ ｢石油石炭税のエネルギー間における課税の公平性の確保｣

15 年度の石油税の見直しで、石炭への新規課税 ･ L N G 等への段階的な増

税。 しかし、 依然として税負担は他のエネルギーに比べて 2倍以上。
｢自動車燃料に対する課税の公平性の確保｣

C N G 自動車は 17年 3月末で約 24,000台まで普及拡大。 しかし、 C N G 、
100% アル コ ール燃料な どの新燃料にはガソリ ン税等の税は課されておら

ず不公平。 (石油連盟)

(参考) 道路特定財源に対する意見 ･ 要望
○ 揮発油税、 自動車重量税等の道路特定財源は、 受益者負担の原則のもと

に、自動車ユーザーが道路整備のための財源を負担する趣旨のものである。
また、 本則で定められた税率では道路整備に不足するために、 長年にわた

り暫定税率が上乗せされてきたと こ ろである。 しかし、 政府の構造改革努

力の一環として、 公共事業費の抑制が図られてきた結果、 道路特定財源が、
必要な道路整備費を上回る状態が計上しつつある ことから、 少なくとも暫

定税率の廃止 ･ 引下げなど、 納税者の負担を軽減する ことが必要である。

(日本経済団体連合会)

0 ①道路特定財源は受益者負担の理念にもとづき自動車ユーザーが負担
し、 しかも、 道路整備財源不足を理由に、 長期にわた っ て割り増し暫定税

率が適用されている、 ②道路整備は今後も重点的 ･ 効率的に推進すべき事

業分野が多く残されてき、る、③自動車関係諸税は複雑で高負担を強いられ、
問題是正が求められている- - などの理由から、 道路特定財源は全額、 道
路整備に充当すべきであり、 余剰が生じるなら暫定税率を廃止するよう主

張、 関連団体の総意と して意見を集約した。 (日本自動車会議所等、 自動
車関連 2 0 団体)

0 道路特定財源は、 道路損傷負担金及び受益者負担の観点から、 道路整備
の為に自動車ユーザーに対して負担を求めているものである。 したが っ て ･
道路整備以外への転用は、 自動車ユーザーの信頼を裏切るものであり、 納

得を得られるものではない。 (全日本自動車産業労働組合総連合会)
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8 . 地方公共団体との関係

○ 環境税などの経済的な手法で環境保全の行動を促す仕組みについては、
その効果や問題点について十分な調査 ･ 研究を行うとともに、 地方自治体

が環境政策に果たす責任と役割を踏まえ検討する こと。 (全国知事会)

○ 温暖化対策税制 (いわゆる環境税制 ) の導入に当た っ ては、 環境施策に
おいて地方自治体の果た している役割及び財政負担を十分勘案し、 地方税

と しての導入、 国税収入の一部を地方自治体の財源とする等適切な措置を

講じる こと。 (全国市長会)

(参 考)

地方公共団体等からの環境税創設要望 (平成 1 7 年 1 2月現在)
内 容 要 望 元

環境税の導入を求めるもの . 1 0 都道府県 (北海道、 秋田県、 栃木県、 神
奈川県、 埼玉県、 富山県、 三重県、 和歌山県、

鳥取県、 宮崎県)
･ 2 7 都道府県議会 (北海道、 青森、 岩手県、
秋田県、 山形県、 茨城県、 栃木県、 群馬県、

千葉県、 東京都、 山梨県、 新潟県、 富山県、

愛知県、 奈良県、 福井県、 岡山県、 鳥取県、

島根県、 高知県、 福岡県、 大分県、 佐賀県、

長崎県、 宮崎県、 熊本県、 鹿児島県)
･ 4 9 5 市町村議会

･ 全国町村会

･ 中国四国九県議会正副議長会議、 中国五県議

会正副議長会議

･ 九州各県議会議長会

導入の際に は く一部を) 地方税
と して導入を求めるもの

･ 東京都、 新潟県

･ 全国市長会

･ 全国市議会議長会

･ 全国町村議長会

･ 首都圏整備促進協議会

環境税な どの経済的な仕組みに

ついて は、 十分な調査 ･ 研究を

行うとともに、 地方自治体が環

境に果たす責任と役割を踏まえ

検討するこ とを求めるもの

･ 茨城県

･ 山形県議会

･ 全国知事会

※ 平成 1 6 年から平成 1 7 年にかけて提出された要望を整理したもの

※ 下線の引かれた都道府県は、 議会においても同様の議決がなされているもの



9 . その他

○ 安易な 『環境税 (新税) ありき』 の意見が散見されるが、 本末転倒な議
論であり、 単なる既存税の名称変更や、 財源確保という狭い視点のみでの

拙速な導入は、 『地球温暖化対策』 という本来の目的にそぐわない。
政府審議会等における検討結果においても 『検討過程の透明性の確保』

『国民各界各層の積極的な議論への参画』 を求めており、 国民的な合意形

成なく しての導入は大きな問題である。 (全日本自動車産業労働組合総連
合会)
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